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コロナ禍・ポストコロナ期における
オンライン会議サービスの活用に向けて
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コロナ禍における遠隔授業

新型コロナウイルス感染症対策としてほぼ全ての大学が遠隔
教育を実施または検討

2https://www.nii.ac.jp/event/upload/20200508-7_Nishiyama.pdf

https://www.nii.ac.jp/event/upload/20200508-7_Nishiyama.pdf
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遠隔授業への取り組み状況の共有
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主催：国立情報学研究所
大学の情報環境のあり方検討会

ほぼ毎週（金曜日）にオンライン開催

日程 参加者数

第1回 3月26日 ２７４名

第2回 4月03日 ９３７名

第3回 4月10日 １７０６名

第4回 4月17日 ２１８４名

第5回 4月24日 ２３３２名

第6回 5月01日 １９３０名

第7回 5月08日 １８５４名

第8回 5月15日 １４２９名

第9回 5月29日 ２２４０名

第10回 6月5日 １２３２名
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サイバーシンポジウム概要
「オンライン授業開始にあたっての東京大学のこれまでの取り組み・現状・ドタバタ大学間連携の提案」田浦健次朗東京大学情報基盤センター長・教授

「名古屋大学における情報基盤を活用したCOVID-19対応 -オンライン学習の観点から」森健策名古屋大学情報基盤センター長・

「オンライン授業への移行に対する国内外の対応と京大の取組」緒方広明京都大学学術情報メディアセンター教授

｢著作権に関する説明」岸本織江文化庁著作権課長

「九州大学におけるオンライン授業実施に向けた準備状況」島田敬士九州大学大学院システム情報科学研究院教授

「ネットワークに関する諸課題について」漆谷重雄国立情報学研究所副所長・教授

「大学・高専における遠隔授業の環境構築の加速による学修機会の確保 ～文部科学省高等教育局の対応状況～」西山崇志文部科学省高等教育局専門教育
課企画官 | 映像資料

｢大阪大学におけるメディア授業へのサポート体制と課題」竹村治雄大阪大学サイバーメディアセンター教授

「北海道大学におけるオンライン教育実施支援の状況」重田勝介北海道大学情報基盤センター准教授・高等教育推進機構オープンエデュケーションセンター副
センター長

「東北大学における授業のオンライン化推進の状況について」菅沼拓夫東北大学サイバーサイエンスセンター長・教授

「2020年度授業実施に関する京都大学の新型コロナウイルス対応」喜多一京都大学情報環境機構長・教授

「Zoomを利用したオンライン授業におけるネットワークトラフィック調査」井上仁群馬大学数理データ科学教育研究センター准教授

「徳島大学における端末利用準備と遠隔実施準備状況」松浦健二徳島大学情報センター長・教授

「オンライン授業に向けた滋賀大学の取り組み」竹村彰通 滋賀大学データサイエンス学部長・教授

「オンラインでの新入生アカウント情報通知の試み」宇田川暢新潟大学学術情報基盤機構情報基盤センター

「テレビ会議での盗聴防止とプライバシー保護」柏崎礼生国立情報学研究所サイバーセキュリティ研究開発センター特任准教授

「遠隔講義を実際にやってみての体験」田浦健次朗東京大学情報基盤センター長・教授

「帯域逼迫するネットワークの状況」福田健介国立情報学研究所アーキテクチャ科学研究系准教授

「平成３０年著作権法改正（授業目的公衆送信補償金制度）の早期施行」岸本織江文化庁著作権課長

「大学・高専の遠隔授業の推進施策に関する最新状況 ～緊急経済対策と学生の通信環境の配慮等を中心に～」西山崇志文部科学省高等教育局専門教育課
企画官

「初等中等教育における取組」中川哲文部科学省初等中等教育局視学委員緒方広明京都大学学術情報メディアセンター教授

「立命館大学の取り組み」西尾信彦立命館大学情報理工学部教授

「学びの機会を保障しCOVID-19収束後の大学教育を見据えた星槎大学の取り組み」鬼頭秀一星槎大学副学長（教育・研究担当）・共生科学部長

「遠隔授業における情報保障」熊谷晋一郎東京大学先端科学技術研究センター准教授・東京大学バリアフリー支援室長

「ビデオ会議ソフトのセキュリティ」柏崎礼生国立情報学研究所サイバーセキュリティ研究開発センター特任准教授

「学習支援システムの負荷上昇発生時の対処 ～九州大学の事例～」島田敬士九州大学大学院システム情報科学研究院教授

「授業目的公衆送信補償金制度に関する最新の状況」岸本織江文化庁著作権課長

「心身のケアの重要性」久保千春九州大学総長

「長期運用を俯瞰した遠隔講義のありかたについて」高倉弘喜国立情報学研究所サイバーセキュリティ研究開発センター長・教授

「インターネットトラヒック関連動向と新型コロナウイルス感染症の影響拡大に伴う学生等の学習に係る通信環境の確保について」大村真一総務省総合通信基盤
局料金サービス課長大江慧知 総務省総合通信基盤局データ通信課課長補佐

「学習支援システムの負荷上昇発生時の対処～九州大学の事例～」島田敬士九州大学大学院システム情報科学研究院教授

「名古屋大学教育学部附属学校におけるLMS導入取組～名大情報基盤センターとの連携」森健策名古屋大学情報基盤センター情報基盤センター長三小田博
昭名古屋大学教育学部附属中・高等学校高校副校長渡辺武志名古屋大学教育学部附属中・高等学校中学主幹教諭丹羽ひとみ名古屋大学教育学部附属
中・高等学校情報・理科助手戸田智基名古屋大学情報基盤センター教授

「オンライン授業で学習者の思考を引き出す～高等学校での事例」白水始国立教育政策研究所初等中等教育研究部・総括研究官齊藤萌木東京大学高大接続
研究開発センター特任助教

「オンライン授業における合理的配慮について」田中真理九州大学基幹教育院/キャンパスライフ健康支援センターインクルージョン支援推進室教授横田晋務九
州大学基幹教育院/キャンパスライフ健康支援センターインクルージョン支援推進室准教授

「無理はしないで同じ形を目指さないこと：平時に戻るまでの遠隔授業のデザイン」鈴木克明熊本大学システム学研究センター長・教授（日本教育工学会会長）

「オンライン授業実施に向けた個別サポートデスクの実施体制の構築とその運用」尾崎拓郎大阪教育大学情報基盤センター講師

「オンライン授業準備～現場からの報告」越智徹大阪工業大学情報センター講師

「開催にあたって」喜連川優国立情報学研究所長

「ご挨拶」中川健朗国立教育政策研究所長（兼・国立情報学研究所客員教授）

「遠隔授業の活用に係るＱ＆Ａ等の更新について（4月21日付大学振興課事務連絡）」西山崇志文部科学省高等教育局専門教育課企画官

「遠隔授業サポート崩壊！！を起こさないためには！」竹村治雄大阪大学サイバーメディアセンター教授

「LMSへの負荷集中に対して戦々恐々とされている教職員の皆様方へ」菅沼拓夫東北大学サイバーサイエンスセンター長・教授

「新型コロナウイルス流行下の図書館運営」深澤良彰早稲田大学図書館長／理工学術院教授

「授業デザインから考える成績評価：オンライン型授業で変わること・変わらないこと」山田政寛九州大学基幹教育院人文社会科学部門准教授

「危機に直面して」長尾真元京都大学総長

「遠隔環境におけるグループワークの実践」小林真也愛媛大学大学院理工学研究科教授黒田久泰愛媛大学大学院理工学研究科准教授遠藤慶一愛媛大学
大学院理工学研究科准教授

「事例紹介：10回の遠隔授業を通じて」寺本篤司藤田医科大学医療科学部放射線学科教授

「苫小牧高専における遠隔授業の実践について」村本充国立高等専門学校機構苫小牧工業高等専門学校副校長（教務主事）・教授

「遠隔環境による高大接続プログラミング演習の実践報告」久野靖電気通信大学共通教育部教授 赤澤紀子電気通信大学共通教育部特任准教授

「３月末から始めた本シンポジウムを振り返り、これからを考える」喜連川優国立情報学研究所長

「大学等における遠隔授業の環境構築の加速による学修機会の確保補正予算概要説明」黄地吉隆文部科学省高等教育局専門教育課長

「権利者の３５条改正への思いとフォーラム設立の背景について」瀨尾太一一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会（SARTRAS）常務理事、日本写
真著作権協会常務理事

「授業目的公衆送信補償金制度に関する施行等について」岸本織江文化庁著作権課長

「オンライン環境での新入生支援京都大学工学部電気電子工学科の取組から」喜多一京都大学情報環境機構長

「講義オンライン化と入構規制に関する新入生への対応」四本裕子 東京大学教養学部准教授

「大阪大学における全学的な新入生支援の取り組みと体制づくり」村上 正行大阪大学全学教育推進機構教育学習支援部教授

「難局を乗り切るためのオンライン授業評価：基本的な観点と方法」藤本徹 東京大学大学院情報学環講師

「教育データの取り扱い」安浦 寛人九州大学理事・副学長

「情報セキュリティ人材育成コースSecCapの遠隔教育」曽根秀昭 東北大学情報科学研究科教授

「高等学校における遠隔学習の現状と課題」小原格 東京都立町田高等学校指導教諭

「新型コロナウイルス流行下の図書館運営：国立大学の取り組みから」江川和子 東京大学附属図書館事務部長(国立大学図書館協会事務局)

「VRのすゝめ -VR 講義はもう手間じゃない-」青山一真 東京大学バーチャルリアリティ教育研究センター・大学院情報理工学系研究科助教

「新型コロナウイルス感染症拡大状況下で医学生は何をどのように学ぶべきなのか？：名古屋大学医学部医学科の経験」錦織 宏名古屋大学大学院医
学系研究科総合医学教育センター教授 黒田 啓介 名古屋大学大学院医学系研究科神経情報薬理学分野特任助教近藤 猛 名古屋大学医学部付属病院卒
後臨床研修・キャリア形成支援センター/総合診療科病院助教木村 宏 名古屋大学大学院医学系研究科微生物免疫学講座ウイルス学分野教授

「神田外語大学におけるフル・オンライン授業化プロジェクト（Innovation KUIS）」石井 雅章神田外語大学言語メディア教育研究センター
（LMLRC）センター長

「体育大学におけるスポーツ動画像を用いた遠隔授業支援へ向けた映像情報システム」角田 貢日本体育大学（全学）基礎・教養系准教授渡邊 いろは
日本体育大学（体育学部）遠隔講義（映像情報技術）支援教員水野 増彦 日本体育大学体育学部長

「室蘭工業大学の遠隔授業」桑田喜隆 室蘭工業大学情報教育センター長

「青山学院中等部技術AIの最先端オンライン授業の様子」安藤昇 青山学院中等部数学科講師

「データダイエットのお願い」喜連川 優国立情報学研究所長

「文部科学省から」村田 善則文部科学省研究振興局長

「国内のPCの需給状況と見通し」田辺雄史 経済産業省商務情報政策局情報産業課ソフトウェア・情報サービス戦略室長

「運動が心身の健康を守るー女性の身体的特性をふまえてー」須永美歌子 日本体育大学児童スポーツ教育学部教授,学生支援センター学修・キャリア
支援部門長

「規模別によるオンライン授業の設計の具体例」向後千春 早稲田大学人間科学学術院教授

「LMSを使ってオンライン授業をやってみよう！」緒方広明 京都大学学術情報メディアセンター教授

「大学・高専の遠隔授業の推進施策に関する最新状況 ～遠隔授業の実施に係る留意点、補正予算に関する公立大学の対応等を中心に～」西山崇志
文部科学省高等教育局専門教育課企画官

「神奈川県立川崎北高等学校におけるオンライン授業実現に向けた取組」柴田 功神奈川県立川崎北高等学校校長

「コロナウイルス感染対応に見る大学図書館の課題と今後」引原 隆士京都大学工学研究科, 図書館機構長

「文部科学省から」田口 康文部科学省大臣官房サイバーセキュリティ・政策立案総括審議官

「初等中等教育におけるオンライン学習への文科省の取り組み」髙谷浩樹 文部科学省初等中等教育局情報教育・外国語教育課長

「日出学園中学校・高等学校の遠隔授業対応＆遠隔授業の法則」武善紀之 日出学園高等学校・中学校教諭

「自宅でできるオンライン授業（数学を例として）」武沢 護早稲田大学高等学院教諭

「続：LMSを使ってオンライン授業をやってみよう！～教育データの利活用編～」緒方 広明 京都大学学術情報メディアセンター教授

「北京大学計算機科学技術系におけるオンライン教育について」胡振江 北京大学計算機科学技術系・専攻長、国立情報学研究所 特任教授

「新型コロナ禍の授業開始日に早稲田大学で起きたこと」深澤良彰 早稲田大学 図書館長／理工学術院教授

「Open e-Book Assessmentによる成績評価」フラナガン・ブレンダン京都大学学術情報メディアセンター特定講師

「Stay Home体制下で見えてきたこれからの子育てに必要な支援」吉田さちね 東邦大学医学部助教

「COVID-19パンデミックにおける大学間連携」門川俊明 慶應義塾大学医学教育統轄センター長・教授

「東京医療保健大学 和歌山看護学部の遠隔授業」北得美佐子 東京医療保健大学和歌山看護学部看護学科准教授

「文科省ご挨拶」矢野和彦 文部科学省大臣官房審議官（初等中等教育局担当）

「遠隔授業の推進に関する文部科学省の取組状況（進捗）～事務連絡通知（5/15）、Q&A更新（5/22）、２次補正予算編成を中心に～」西山 崇志文
部科学省高等教育局専門教育課企画官

「オンライン授業において Zoom の通信量を抑えるには」吉田塁 東京大学 大学総合教育研究センター特任講師

「学生から見たオンライン授業」武居 悠菜東京大学教養学部２年／東大UmeeT編集部

「学生主体のオンライン授業サポート体制構築と他機関への展開の可能性」島田 敬士 九州大学大学院システム情報科学研究院教授野口 岳 九州大学
21世紀プログラム4年, iQ Lab 共同代表

「大学図書館は動き続けているか：COVID-19拡大に直面して」小陳左和子 東北大学附属図書館事務部長

「オンライン授業におけるデータ利活用の重要性」美濃導彦 京都大学名誉教授・理化学研究所理事

「『大学教育の質保証』に向けた遠隔授業・卒論指導・キャリア支援」三並めぐる 人間環境大学松山看護学部教授 岡多枝子 人間環境大学松山看護
学部教授

「『無理をしない』遠隔授業における課題学習」戸村多郎 関西医療大学保健医療学部はり灸・スポーツトレーナー学科准教授

「落語」林家 菊丸

「今できることからはじめる 教職員向けオンライン研修」津奈木考嗣 宮崎県教育委員会教育政策課企画・調整担当指導主事中山 隆 一般財団法人
こゆ地域づくり推進機構教育イノベーション推進専門官

「公立の普通科高校による遠隔授業の取組とその成果と課題」春日井優 埼玉県立川越南高等学校教諭

「公立中学校における教育データを利活用したオンライン授業の取組」宮部剛 京都市立西京高等学校附属中学校教諭

「文科省ご挨拶」伯井美徳 文部科学省高等教育局長

「遠隔授業におけるアクティブラーニング応用事例」波多 伸彦ハーバード大学医学部教授ブリガムアンドウィメンズ病院放射線科

「コロナウイルス対策情報配信LINE Botの開発」中屋悠資 東北大学工学部４年 高橋 佑輔 東北大学工学部３年 樋口 賢一 東北大学医学部３年

「慶應SFCにおける遠隔授業とアンケート調査結果」植原啓介 慶應義塾大学環境情報学部准教授

「実験的オンライン実技実験講義～北九州市立大学国際環境工学部のチャレンジ」山崎進 北九州市立大学国際環境工学部准教授 舘 伸幸 名古屋大学
大学院情報学研究科附属組込みシステム研究センター

「プラハカレル大学でのzoom授業を無事終えることができました」岩間 一雄京都大学数理解析研究所特任教授／カレル大学客員教授

「ウィズコロナ時代の対話型オンライン授業と授業研究に向けて」白水 始国立教育政策研究所・総括研究官／新しい学びプロジェクト研究協議会・
副代表

「子どもたちの学びを止めない熊本市におけるオンライン授業の取組」塩津昭弘 熊本市教育次長 本田 裕紀 熊本市教育センター副所長

「東京大学附属学校 遠隔学習支援の取り組み」淺川俊彦 東京大学教育学部附属中等教育学校副校長

「教員みんなで取り組むオンライン授業」岡本弘之 アサンプション国際中学校高等学校

サイバーシンポジウム 延べ参加者数

アーカイブ映像視聴回数

サイバーシンポジウム 延べ講演本数

：約16,118人

：約117本

：100,000 回以上
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3/26
第1回

3/30
公開

4/3
第2回

4/6
公開

4/10
第3回

4/13
公開

4/17
第4回

4/19
公開

4/24
第5回

4/27
公開

5/1
第6回

5/7
公開

5/8
第7回

5/10
公開

5/15
第8回

5/17
公開

総視聴回数103,365回

5/29
第9回

【第1回】〜【第9回】総視聴回数

６/５
第10回

6/8時点
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オンライン教育環境

大学におけるオンライン教育環境の状況は二極化

6

大規模大学

 自前のオンライン会議ライセ
ンス契約（複数サービスのラ
イセンス保有例も有り）

 教員や技術スタッフが自ら
オンライン会議を運営

 オンライン教育コンテンツを
拡充

中小規模大学

 オンライン会議ライセンス契
約が困難（費用・情報不足）

 オンライン会議サービスを利
用するためのスキル・人材が
不足

 オンライン教育コンテンツが
不足
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オンライン会議サービス活用に向けての取り組み例
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オンライン会議サービス活用に向けての取り組み例（続）

8



© 2020 National Institute of Informatics

オンライン教育の支援に向けて

我が国のオンライン教育の高度化・均質化のためには、全国
の大学等が利用可能なオンライン教育支援基盤が必要

9

 遠隔授業支援システム
 オンライン会議サービを全国の大

学が利用可能とする仕組み
 オンライン会議サービスが安定的

に機能するようにネットワーク接
続を確保

 大学等にオンライン会議を運営で
きる人材を育成

 コンテンツシェアリングプラット
フォーム
 大学等が持つオンライン教育コン

テンツを大学間で効果的に共有す
る仕組み

アーカイブシステム

大学D 大学E 大学F

大学A

LMS

大学B

LMS

大学C

LMS

LTI

コンテンツシェアリング
プラットフォーム

LTI
LTI

遠隔授業支援システム
（含：TV会議サービスライセンスの一括契約）

認
証
認
可
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セキュリティ・人材育成について
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2022

直結
クラウド

学認と連携
したサービス

セキュリティ強化について

• SINETでは、VPN (閉域通信網) と学術認証基盤により、セキュリティを強化

• 加えて、DDoS検出・抑止を高速に行うための機能ほかを次期ネットワークで導入予定

•国立大学等についてはNII-SOCSの取り組みも実施（別事業として実施中）

大学A LAN 研究所B LAN

商用ISP

商用
IX

商用ISP

海外NREN

学術
IX

海外NREN

直結
クラウド学認 HPCI認証

電子証明書
発行

インターネットサービス

モバイルSINET

クラウド

FW/IDS FW/IDS

GW

学術認証基盤
直結
クラウド

DDoS検出・
抑止機能

1111

GW

学認と連携
したサービス

NII-SOCS
(国立機関のみ)

モニタリング

連携

セキュアオンライン会議

VPNサービス

5G
超リアル＋セキュア通信
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2022

DDoS検出・抑止機能

•最近のDDoS攻撃は短時間で実行されることが多いため、DDoS攻撃を極めて短時間
で検出し、要望に応じて抑止する機能を実装する予定

• フローを収集・分析し、DDoS攻撃検出時に、「自動的にルータにフィルタを設定」または
「アラームを送信」（ユーザ申告により選択）

• フロー分析からルータへのフィルタ設定までを10秒以内で実現

1212

SINET
ルータ

SINET
ルータ

SINET
ルータ

次期ネットワーク

GW
ルータ

フロー情報
収集

DDoS検出

ネットワーク
制御

②システムへ登録

③フロー情報

⑤ルータ設定
（またはアラーム送信）

SINET管理者

①事前申請
•監視対象IPアドレス
•action種別

④DDoS検出

③
③③

DDoS Mitigationシステム
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2022

学認クラウド導入支援サービス

https://cloud.gakunin.jp/
13

• 大学等がクラウドを導入する際に確認すべきチェックリストを策定し、クラウド
サービスを検証することにより、大学等による安全なクラウド導入・活用を支援

• 31クラウド事業者を検証（主要IaaSはほぼ網羅）

• 検証結果は100機関の大学・研究機関が活用

• クラウド利活用のためのセミナー（技術動向・ハンズオン・法律）、ならびに
大学等への技術相談を実施することにより、クラウドを活用できる技術者を育成

https://cloud.gakunin.jp/
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2022

人的支援・人材育成について

• 国立情報学研究所では、単なる説明会だけではなくNIIサービス説明会での個別相談
会や、SINET利用推進室による人的支援を行ってきている

• 教育研修事業などを通じ、従来からの図書館に関する研修や、クラウド活用や認証技
術に関する情報処理技術セミナーを実施している

• オープンサイエンス時代の研究データ管理についてのセルフラーニング教材も公開し
ている

• 実務研修として、数か月～半年程度、研修生をNIIが受け入れOJT形式の研修を実施し
ている

14

• これまで課題として、NIIに出張や長期間の研修に出すことが難しいとの意見があり、
特に実務研修の応募はなかなかない状況である

• 新型コロナウイルスでの在宅勤務の広がりもあり、今後はNIIへ物理的に来ることな
く、所属機関における自席や在宅からの研修受入にも広げていく（一部実施済み）

• これにより、より小規模な機関や代わりの人材がいない職員の研修に道を開くものと
なる


